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財団事業(定款第 4条) 

1．高齢者の医療・福祉に関する調査・研究・研究助成及びその成果を活用したプログラ 

ム等の開発・提供並びに人材育成 

2．地域医療・福祉の事業モデルの啓発及び地域医療・福祉に貢献する団体・個人の表彰 

3．その他当法人の目的を達成するために必要な事業 

 

【運営方針】 

1．地域共生社会の実現のため、地域包括ケアシステムの構築に貢献する。 

2．医療・看護・介護並びに福祉の現場の方々の意見を財団事業に活かすとともに、研 

究・啓発事業による情報提供を通じて現場の方々を支援する。 

3．地域共生社会における医療・看護・介護並びに福祉を担う人材の育成に貢献する。 

 

上記財団事業、運営方針を踏まえ、研究開発・啓発・人材育成を有機的に連携させな

がら下記の事業に取り組む。 

 

【研究開発】 

 1．統合ケアマネジメント事例検討会 

2014年 9月より、国立社会保障・人口問題研究所等との共催で開始した統合ケアマネ

ジメント事例検討会は、2017年度から当財団主催で開催しています。本検討会は、様々

な地域・職種から事例提供者および参加者を募ることで、地域性や既存の人間関係にと

らわれることなく、医療・看護・介護に携わる多職種が自由かつ積極的に意見交換でき

る場とすることを基本方針としています。 

これまで 3 か月に 1 回程度、Zoom を活用したオンライン形式で開催してきましたが、

2025年度は事例提供者との日程調整等の影響により、開催は 1回となりました。開催し

た事例検討会では、事例提供者から「多くの学びが得られた」との感想が寄せられ、参

加された藤沼康樹氏からも、終了後に SNS を通じて高い評価をいただくなど、参加者か

らも好評を得ることができました。 

本検討会では、様々な課題を抱える利用者の事例を題材とし、多職種それぞれの「見

立て」や支援方策を導き出す思考過程を共有しています。唯一の正解を導き出すことを

目的とするのではなく、多様な視点から新たな「気づき」を得ることを重視した運営を

行っています。また、各地域からオブザーバーを積極的に受け入れ、事例検討会の進行

方法やファシリテーションについても学んでいただくことで、参加者が地域に戻って同

様の取組を展開する際の一助となることを目指しています。検討内容については、個人

情報に十分配慮した上で事例集として取りまとめ、事例検討会に参加できなかった方に

も活用いただけるよう、当財団ホームページで公開しています。 
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2．多様な主体が参加するプラットフォーム「ごちゃまぜの会」を活用した地域課題解決

手法の開発 

埼玉県内の複数の市町村をフィールドに、多様な主体が参加するプラットフォーム「ご

ちゃまぜの会」は、地域共生社会づくりに資する当財団の事業目的に適う取組みです。  

本会は川越雅弘氏(前埼玉県立大学教授)を中心に研究や運営を行っており、当財団は

2024年度途中から支援を開始しました。 

 

 ＜研究背景及び目的＞ 

厚生労働省は、地域共生社会を、「制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」

という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、

人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生

きがい、地域をともに創っていく社会」と定義し、その実現に向けた様々な施策を現在展

開しています。こうしたなか、ごちゃまぜの会は多様な担い手の参画による地域共生に資

する地域活動の普及促進の観点から、「分野・領域を超えた地域づくりの担い手が出会い、

更なる展開の場（＝プラットフォーム）を通じた地域活動の推進」と「これら活動を通じ

た地域課題の解決」を検討しています。（図 1）。 

図１. 地域共生に資する取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）厚生労働省：社会福祉法の改正趣旨・改正概要について、令和２年度地域共生社会の実現
に向けた市町村における包括的な支援体制の整備に関する全国担当者会議（2020 年 7 月
17日）、資料 1より転載 

ただし、組織風土、価値観、関心領域、得意とする手法が異なる多様な関係者を交えて

地域課題を共有し、課題解決に向けて協働するといった地域マネジメントを展開すること

は容易ではなく、その展開方法も明確にはなっていません。 
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そこで、本研究では、埼玉県内の複数の市町村をフィールドに、多様な主体が参加する

プラットフォーム「ごちゃまぜの会」を立ち上げて運営しながら、地域課題解決に向けた

手法を開発することを目的としました。 

＜実施内容＞ 

(1).ごちゃまぜの会及び当事者ヒアリングを通じた地域課題の把握と整理 

1).ごちゃまぜの会（分野横断的＋分野別）の開催状況 

ごちゃまぜの会（分野横断的な定例会）、分野・テーマ別ごちゃまぜの会（本年度の 

分野・テーマ：子どもおよび認知症）を開催し、地域課題の把握を試みました。なお、 

認知症の交流会（対面）では、当事者からの発表もプログラムに組み込みました。 

[開催状況] 

(定例会（分野横断的)） 

埼玉県内の 4市（越谷、川越、熊谷、志木）にて定例会を合計 9回開催し、計 33団体

から取組内容や支援者からみた課題を把握しました（表 1、図 2左）。 

(分野別ごちゃまぜの会) 

・2026年 1月 18日に、越谷ごちゃまぜの会子ども支援部会を対面開催しました。 

・2026年 3月 23日に、「ごちゃまぜ交流会 認知症フレンドリー編～当事者・支援者・

地域・企業～」を対面開催しました（図 2右）。 

表 1. ごちゃまぜの会（分野横断的な定例会）の開催状況 

 開催市 事務局 開催回数 うち対面 発表団体数 

1 越谷市 小職・生活クラブ生協ほか 2 1 8 

2 川越市 川越市社協（協力：川越市） 2 2 9 

3 熊谷市 熊谷市在宅医療支援センター 4 1 12 

4 志木市 志木市・志木市社協ほか 1 0 4 

図 2. ごちゃまぜの会の案内パンフ 

ごちゃまぜの会（分野横断的）         分野・テーマ別ごちゃまぜの会 
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2).課題の把握と整理 

発表内容等から見えてきた分野・テーマ別にみた主な課題を示します(表 2)。 

表 2. 分野・テーマ別にみた主な課題 

分野 主なテーマ 主な課題 

子
ど
も
・
子
育
て
家
庭 

児童養護施
設入所児童
への支援の
あり方 

 家庭的養護の推進に伴う小規模化・地域分散化により、人員不足がより顕
著となっている（体制上の課題）。 

 虐待や発達障害など複雑な背景を持つ児童に対応できる職員の専門性（専
門職のスキルや意識、専門職同士の連携の問題）。 

 施設から家庭（又は地域）へ生活の場が「移行」することに伴うリスクに
十分な配慮が必要（退所後のアフターケアの仕組みとスキルの問題）。 

 子どもの権利擁護（意見表明支援）が今後一層重要となるが、十分には対
応できていない可能性がある（支援者側の意識やスキルの問題）。 

子
ど
も
・
子
育
て
家
庭 

子どもの声
に基づく支
援のあり方 

 親御さんの気持ちを聴くことが多い。また、本人からは学校や先生との問
題などを聞くだけしか出来ないことが多く、本人の声の真意まで把握しき
れていない（支援者側の意識やスキルの問題）。 

 家庭環境に問題があっても、それでも家族を愛していることが多い。そし
てその時の対応が難しい（支援者側の支援上の課題）。 

 こどもが意見を言う権利があることを大人が共通認識として持っていな
い（大人側の認識の問題）。 

 何か感じている事を言葉にしたり、表出させたりする方法や、それをして
も良いという事自体を知らない、知らされていない子がとても多い。声を
聞く事の前段階として子どもの権利を知る事、意見を(言葉でなくても)伝
えても良いというベースを作っていく、環境を作っていく必要がある（子
ども側の認識の問題）。 

 「学校がつまらない」「行きたくない」という言葉を聞くことが多いが、そ
れを学校に届けるすべがない（支援者と学校の連携上の課題）。 

介
護
・
高
齢
者 

若年性認知
症の当事者
の声に基づ
く支援のあ
り方 

 当事者の声を、ケアマネジャーを含めた専門職が聴けていない。できない
所や困っていること、家族の負担の軽減に支援のポイントが置かれている
（支援者側の意識とスキルの問題）。 

 本人ミーティングへの専門職の参加が少ない（当事者の声に触れる機会の
創出の問題）。 

 当事者は、様々な工夫を凝らしながら日常生活を送っている、送れている
ということを家族・地域住民・専門職が知らない（周知方法の問題）。 

 企業側も、当事者が何に困っているのか、どこをどう支援するとよいのか
のイメージが持てていない（周知方法の問題）。 

 企業と認知症地域支援推進員などの支援者がつながっていない（つなげる
ための場の設定と運営に関する課題）。 

高
齢
者
・
障
害
者 

消費者被害

をなくすた

めの方策に

ついて 

 消費者相談への相談者の割合をみると、高齢者の場合は本人からの相談が

8 割を占めているが、障害者の場合は約 5 割、認知症の場合は約 2 割とな

っていて、特に認知症などの場合、周囲が如何に気づくかが重要（気づく

ための体制と専門機関との連携の問題）。 

 市町村によっては「消費者安全確保推進会議」が設置されているが、十分

には機能していない（仕組みを機能させる仕掛けの問題）。 

 市町村内の消費部門と福祉部門が縦割りになっており、連携がうまくいっ

ていない。また、市町村と委託先の社協の連携にも課題が多い（庁内連携

の問題、委託元と委託先の連携の問題）。 
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(2).ごちゃまぜの会を通じた地域資源とその機能の整理（川越市） 

地域資源の把握と整理に関しては、生活支援コーディネーター業務などを委託されて

いる法人（特に社協）の役割が重要となります。そこで、こうした活動が活発な川越市

において、社協と連携しながら、地域資源の見える化と整理作業を現在行っています。

以下にその概要を示します。 

1).社協による地域資源の把握・整理状況       図 3. 圏域と圏域別資源マップの例 

川越市では、圏域ごとに 11の地域包括支援 

センターが整備されていました。 

社協では、これら圏域ごとに 

➀サロン、②オレンジカフェ、③ラジオ体操、 

④老人クラブ、⑤たすけあいの会、⑥自主グループ、 

⑦子どもの居場所など）に分けて地域資源を整理 

していました（図 3、高階地区の例）。 

2).ごちゃまぜの会を通じて見えてきた新たな資源 

川越市では「めぐり逢エールかわごえ」という 

名称で、ごちゃまぜの会が定期開催されています。 

事務局は社協で、非常勤研究員の川越氏がアドバイザー 

として関与しています。 

2024年 1月から計 6回開催され（ハイブリッド形式） 

、合計 27団体からの報告があり、その中で、上記 7 

カテゴリー以外の取組も報告されています。主なもの 

を表 3に示します。 

3).地域資源のバージョンアップに向けて 

これまで社協では、自治会、老人クラブ、サロン・オレンジカフェ、子ども食堂など

の資源の把握が中心で、それ以外の分野（事業所、学生、民間企業など）の活動の把握

は十分ではありませんでした。 

今後、ごちゃまぜの会で把握された地域資源の情報を含めた総合的な資源マップにバ

ージョンアップさせていく予定です。 

表 3. 主な発表（7カテゴリー以外） 

 発表者 活動内容 

1 埼玉懸信用金庫川越支店・川越南支店 活動場所の提供 

2 埼玉りそな銀行 活動場所の提供・NPO への職員派遣 

3 明治安田生命 健康増進と豊かな地域づくりへの貢献 

4 合同会社十人十色 休耕田を活用した野菜づくりと地域活動 

5 チアアップ彩たま 大学生による学習支援 

6 
あおぞら高校川越キャンパスボランティア

同好会 
高校生による地域活動・サロン活動 

7 
障害者就労支援事業所「リンクス川越事業

所」 
ボードゲームを使った地域交流 
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(3).子どもをテーマとした地域課題解決策の検討（越谷市） 

子ども・子育て家庭支援に関わる諸団体のネットワーク化が進んでいる越谷市にて、

子ども支援に関する地域課題の解決を進めるための会（越谷ごちゃまぜの会 子ども支

援部会）を開催しました（委託先：NPO法人埼玉フードパントリーネットワーク）。以下

にその概要を示します。 

1).テーマ設定に関する事前打合せ（委託先及び越谷市） 

子ども・子育て家庭への支援策を市町村単位で展開するためには、①支援団体、②

市町村と一緒に進める必要があります。 

そこで、第 1回子ども支援部会の開催に向けて、委託先および越谷市と事前打合せを

実施しました。その際、国の動向（子どもの声を施策に反映させる）と支援者が感じて

いる課題を踏まえて、テーマを「地域で子どもを支えるー子どもの声が届く社会を目指

してー」とすることとしました。 

2).方法について      

テーマ設定の考え方に沿って、登壇者が語るのではなく、参加した支援者がそれぞ 

れに発言し、その場で現状や課題に関する意見交換ができるスタイルが良いのではな 

いかと考え、フィッシュボール形式を取り入れることとしました。なお、その際、子 

どもたち自身の声がその場で聴けるよう、会議の輪の中やその近くに、子どもたちが 

過ごしやすい空間を用意し、適宜発言を求めました。 

3).事前アンケートの実施（回答者数：14団体） 

当日は話し合いの時間が限られるため、事前に参加団体が抱える課題を把握する必

要があると判断し、事前アンケートを実施しました。アンケートの設問は以下の 4 問

です。 

【問 1】活動（家庭）の中で子どもの声を意識的に聞いていますか？ 

【問 2】子どもの声をちゃんと聞けていると思いますか？ 

【問 3】子どもの声を支援方法の見直しなどに反映していますか？ 

【問 4】子どもの声や言葉にならない声を聞いて感じている課題は何ですか？ 

以下、アンケートの主な回答を示します。 

（主な意見） 

・学校の問題や、先生との問題など、聞くだけしか出来ないことが多く、こちらとして

もヤキモキすることが多い。 

・大人の余裕の無さ、忙しさが、子どもの声をかき消してしまうことがあると思う。 

・子どもが意見を言う権利があることをもっと大人が共通認識として持たないとなぁ

と思います。 

・何か感じている事を言葉にしたり、表出させたりする方法や、それをしても良いとい

う事自体を知らない、知らされていない子がとても多い。声を聞く事の前段階として
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子どもの権利を知る事、意見を(言葉でなくても)伝えても良いというベースをつくっ

ていく、環境をつくっていく必要があるなと感じます。 

・どこにどの人に言えばいいのかわからないこと。 

・家庭環境に問題があっても、それでも家族を愛していることが多い。そしてその時の 

対応が難しい。 

・言葉にならない声に関しては、そのニュアンスをどう受け止め、行動に移すことが適

切なのかの判断が課題であると感じる。 

・そもそも子どもの声や意見を聴く姿勢の大人が少ない気がする。地域と子育て世 代

が関わらないことが多いことも影響している気がする。まずは聴く姿勢。そのうえで、

子どもたちの想いに寄り添う。 

・「学校がつまらない」「学校に行きたくない」という言葉を聞くことが多いが、それを

学校現場に届けるすべがない。 

・親御さんの気持ちを聴くことが多く、子どもの声を直接聴く機会が少ない。 

4).開催概要（図 4） 

【開催日】 2026年 1月 18日 10時～12時 

【場所】 りそな YOUTHBASEせんげん台（埼玉りそな銀行千間台支店 3階） 

【参加者】 31名（うち小学生 4名） 

（支援者）こども食堂・子どもの居場所運営者、小児科医、高校生、NGO団体代表ほか 

（行政）越谷市子ども施策推進課、越谷子ども家庭センター、埼玉県子ども支援課職 

員 

（その他）越谷市社会福祉協議会 

【プログラム】 

・ごちゃまぜの会の目的と目指していること 

・参加者活動紹介（図 5を用いて） 

・意見交換 

図 4. 案内チラシ          図 5. 参加者紹介シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



~ 8 ~ 

 

5).主な意見（テーマ：子どもたちの本音をどう引き出し、受け止めた情報をどう扱うべ

きか） 

ア）信頼関係と「相性」の本質 

・子どもによる選択の重要性：信頼関係には「相性」があり、大人が歩み寄るだけ 

でなく、子ども自身が「この人なら話せる」と相手を選べる環境が必要である。 

・第 3 の大人の役割：親や教師といった近すぎる関係だからこそ言えないことも 

多い。利害関係のない「知らない人」や、少し離れた立場の大人の方が、子ども

が本音を吐露しやすい側面がある。 

・「降りていく」姿勢: 同じ目線で接すること、時には一緒に遊んだり散歩したり 

するなかで、ポロっとこぼれる言葉に本音が隠れている 。 

イ）「第 3の居場所」をめぐる現状と課題 

・地域性の変化：かつては近所の高齢者や親戚が担っていた役割が、プライバシー 

意識の高まりや地域コミュニティの希薄化により機能しなくなっている。 

・公的仕組みの必要性：地域の自然なつながりが減った分、予算や制度として「第 

3の居場所」を意図的に作る必要がある時代に入っている。 

・ミスマッチの解消：大人が「来てほしい」と作る場所と、子どもが「行きたい」 

と思う場所には乖離がある。子どもが本当に居心地が良いと感じているかを検 

証する必要がある。 

・子どもの多忙化：現代の子どもは忙しく、オンラインの活用や、お弁当配布など 

のきっかけ作りなど、参加のハードルを下げる⼯夫が求められている。 

ウ）「声にならない声」を可視化する試み 

・ジャッジ（判定）への恐怖：子どもは「正解や大人が喜ぶ答えを言わなければな 

らない」というプレッシャーを感じており、それが本音を阻害している。 

・ツールの活用：小学 3年生から、「AIを活用して気持ちを伝えるアプリ」の構想 

が紹介された。尋問のような問いかけではなく、ツールを介することで伝えやす 

くなる可能性がある。 

・負の感情の裏側: 「死ね」などの過激な言葉も、語彙の少なさや身近な感情の表 

出に過ぎない場合がある。その背景にある真の訴えを捉える忍耐が大人側に必 

要である。 

エ）取得した情報の取り扱い（権利と倫理） 

・秘密保持のジレンマ：子どもからの「誰にも言わないで」という願いをどう扱う 

かが最大の課題。「絶対に内緒にする」と約束するのではなく、解決のために「ス

タッフ間では共有する」「誰に伝えるか」を事前に説明し、同意を得るプロセスが

重要である。 

・子どもの権利の尊重: 情報共有の際、子どもに「伝えていいか」を確認すること 

は、子どもを一人の人間（権利の主体）として扱う基本である。 

オ）行政・支援の今後の展望 

・「聞いた後」の仕組みづくり：声を聞く場は増えつつあるが、それをどう具体的 

な解決（アクション）につなげるかのルートがまだ確立されていない。 

・官民の模索：行政側も、聞いた声を「置き去り」にしないために、中高生など若 
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い世代との直接的な接触や、意見反映の仕組みを試⾏錯誤している。 

＜成果＞ 

本年度の取組の主な成果を以下に記載します。 

1.「ごちゃまぜの会（分野横断的な定例会）」の継続運営の意義 

・発表を通じて、支援者の活動内容だけでなく、活動への思い、支援者が抱える課題、 

支援を受けている対象者が抱える課題を知ることができる。 

・頑張っている支援者を知ることで、自身の活動に対する意欲が高まったという声 

が挙がっている。 

・異なる分野の支援者とのコラボ事例も増えてきた。 

・コーディネート機能を有する人（社協など）が、支援ニーズと地域資源を知ること 

ができるとともに、両者のマッチングする力が高まってきている。 

2.分野別・テーマ別「ごちゃまぜの会」の開催の意義 

・同じ分野の支援者の活動内容や思い、課題を共有することができる。 

・当事者、支援者と関わる機会の少ない民間企業の人が、支援ニーズや支援者を知る 

機会となる。 

・同じ分野の支援者同士なので、課題解決策を議論しやすい。 

＜今後に向けた課題＞ 

・子ども施策でも、認知症施策でも、支援者・市町村にとって共通している課題は「本 

人の声をどのように聴くか、聴いた声の真意を正しく理解できるか、聴いた声を施 

策にどう生かしていくか」で、これまでの支援者目線での支援のあり方を、当事者 

の声を出発点に支援や施策を展開できるかになります。 

・地域課題を解決するためには、出口戦略（解決策を遂行できる体制と機能）が必須 

になります。そのためには、市町村にも委託先にやってもらうという発想から、当 

事者および委託先と一緒に課題解決を考えるといった発想への転換を促す仕掛け 

が必要になります。 

 

3． 「認知症のある人との心理的対等性実現のための XR技術を活用した PX体験学習システ 

ムの開発と実証評価」研究 

＜当研究の目的および 2025年度の成果＞ 

静岡大学と共同でケア従事者の支援力向上を目的に、メタバース空間においてケアトレ 

ーニングをするための学習システムを開発し、その効果を検証しています。実際には体験 

できない PX （Patient eXperience）を経験し、当事者視点、ケア従事者視点等の多様な視 

点を通して学習することが特徴です。超高齢社会を迎えている中、専門職はもとより、広く 

地域社会の人々が相手の内的な状況を想像し、より良い関係性を構築できる環境を創出 

することで地域包括ケアの実現を目指します。 

2025年度は、PX空間の再現度を高めるための認知症当事者との共同創造を引き続き 

実施し、空間への症状の再現と検証のサイクルを早くするための機能を開発し、効果的な 

空間構築を実践しました。また、２人称的に関わるための AI アバターを設計し、コミュニケ 
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ーショントレーニングを行うための初期的検討を行いました。そして、没入型ケア映像を視聴 

している際の主観評定と生体情報から得られた客観データを組み合わせて分析し、VR体験 

時と 2D視聴時の違いを整理しました。以下、成果について詳細に報告します。 

 

(1).PX 空間の共同設計と認知症当事者との共同創造 

本研究で構築した PX体験空間では、認知症当事者が経験する幻視や錯視、感覚過敏な 

どの症状を VR空間上に再現し、学習者が一人称視点で体験できる環境を整備しました。ま 

た、後述する AIアバターとの相互作用を通じて介護者視点の体験も可能とし、両者を往還 

する学習プロセスを設計しました。これにより、単なる症状理解に留まらず、「なぜそのような 

]行動が生じるのか」を理解する認知的共感の形成を目指しています。 

これまでの研究において、研究者のみで構築した症状モデルの約 9 割で、当事者にとっ

て重要な体験要素が欠落している、あるいは誤って再現されていることが明らかとなってい

ました。そこで本研究では、認知症当事者との共同創造（Co-production）を通じて、当事者

のナラティブに基づく症状モデルの構築を試みました。本年度は、共同創造の効率化を目

的として、生成 AI を活用した 3D モデル生成環境を構築しました。複数の生成 AI や 3D モ

デル生成機能を組み合わせることで、当事者から得られた語りを短時間で VR 空間上へ反

映できる仕組みを実現しました。従来はモデル修正から反映まで約 1 時間以上を要してい

ましたが、本研究では 5 分以内での反映が可能となり、当事者と対話しながらリアルタイムに

修正を繰り返す環境を整備しました。 

共同創造実験では、レビー小体型認知症当事者 1 名を対象として、新規幻視モデルの

作成と既存モデルの改善を実施しました。その結果、既存モデルに対して当事者のフィード

バックを反映することで、再現度(10点スケール)は平均 3.8点から 7.2点へ、有用度(10点ス

ケール)は 4.2 点から 7.2 点へ向上しました。また、共同創造の過程では、当事者自身がモ

デルを介して自身の体験を再解釈する様子も観察されました。これは、共同創造が単なる症

状再現ではなく、当事者の内省や経験の言語化を支援するプロセスとしても機能する可能

性を示唆しています。 

 

(2).AIアバターを活用した多視点ケアトレーニング 

既存の認知症教育用 VR教材の多くは、一方向的な視聴体験や正解誘導型の学習設計

となっています。一方、実際のケア現場では、利用者の状態を観察し、その背景を推測しな

がら適切な対応を選択する批判的思考が求められます。そこで本研究では、認知症当事者

を模した AI アバターを活用し、学習者が介護者としてケアを実践する二人称視点の学習環

境を構築しました。学習者は AIアバターの発話や行動を観察しながらケアを行い、その後、

同じ場面を当事者視点から再体験します。こうした視点転換により、「自分の介入が相手に
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どのように見えていたのか」を振り返ることができるように設計しました。AI アバターは、VR 空

間内で取得した視界画像を OpenAI APIへ送信し、感情状態と行動をリアルタイムに生成す

る仕組みを採用しました。アバターは恐怖や不安に応じて「怖い」「やめて」といった発話や

行動を示し、学習者はその原因を推測しながら対応を試みます。 

予備実験では一般大学生 12 名を対象に、「誘導あり群」と「誘導なし群」を比較しました。

その結果、統計的有意差は確認されなかったものの、誘導なし群では理由を伴う記述や原

因推定に関する記述が多く見られ、AI アバターの反応を手がかりに主体的に考察する傾向

が示唆されました。また、当事者視点による再体験後には、「想像していた見え方と違った」

といった発言が多く確認されました。これは、介護者視点だけでは得られない当事者理解が、

一人称体験によって更新されたことを示していると考えています。多視点学習は、認知症当

事者への理解と臨機応変な対応能力の形成を促進する可能性が示唆されました。 

本研究で提案した多視点学習手法は、「介護者として実践する」「当事者として体験する」

「自身の介入を振り返る」という循環的な学習プロセスを実現するものです。これは従来の知

識伝達型教育とは異なり、実践と内省を繰り返すことで批判的思考と認知的共感を育成す

る可能性を持つと考えています。 

 

(3).VR体験時の心理状態推定と客観評価基盤の構築 

VR を活用した患者体験（PX）学習は、認知症や医療・介護領域における共感形成や理

解促進に有効であることが報告されています。しかし、その教育効果の多くは質問紙やイン

タビューによる主観評価に依存しており、学習者がどの程度没入し、どのような感情状態で

体験しているのかを客観的に評価する方法は十分に確立されていません。特に、主観評

価には社会的望ましさバイアスや回答者自身の解釈が影響する可能性があり、体験中の

心理状態を直接的に把握することは困難です。そこで本研究では、VR 体験中の生体情報

を活用し、感情状態や没入状態を客観的に推定するための基盤技術の構築を目的としま

した。さらに、将来的な PX 学習評価や共感形成プロセスの分析に活用可能な日本人向け

データセットの構築を目指しました。 

実験では 14名（男性 6名、女性 8名）の大学生を対象に、Meta Quest Proを用いた 360

度没入型映像（3D）と通常映像（2D）の比較実験を実施しました。映像コンテンツはラッセ

ルの感情円環モデルに基づき、快・覚醒、快・非覚醒、不快・覚醒、不快・非覚醒、快・ケア、

不快・ケアの 6種類を用意し、それぞれについて 2D版と 3D版を作成しました。これにより、

感情価（快・不快）、覚醒度（覚醒・非覚醒）、没入度（2D・3D）が生体反応へ与える影響を

比較しました。生体情報としては、EDA（皮膚電気活動）、心拍変動指標（LF/HF）等を取

得しました。また主観評価として、PANAS（Positive and Negative Affect Schedule）、SAM

（Self-Assessment Manikin）、Big Five 性格特性を取得し、生体データとの関連を分析しま
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した。 

主観評価の分析から、実験で用いた映像は意図した感情状態を適切に誘発していること 

が確認されました。特に、3D環境では 2D環境と比較して覚醒度が有意に高く、没入型 VR 

がより強い心理的関与を引き起こすことが示されました。この結果は、PX体験学習において 

VRが単なる映像提示手段ではなく、学習者の感情的・身体的反応を増幅する学習メディア 

として機能する可能性を示していると考えられます。 

EDA について分析した結果、覚醒度の高い映像条件において EDA 上昇回数が有意に

増加することが確認されました。分散分析では「覚醒・非覚醒・ケア」の条件間に有意差が認

められ、高覚醒状態において EDAが増加する傾向が示されました。また、EDA上昇回数は、

ネガティブ感情得点（r = 0.469）、ポジティブ感情得点（r = 0.361）と有意な正の相関を示しま

した。さらに、EDA のみを用いた感情推定（F1 スコアは感情推定の予測精度で表し、0~1.0

までの値をとる）では以下の結果が得られました。 

・覚醒状態：F1 = 0.73 

・快・不快判断：F1 = 0.74 

・神経質傾向：F1 = 0.77 

これらの結果は、EDAが学習者の心理的活性化状態を捉える有効な指標となる可能性を

示しています。 

心拍変動指標である LF/HF については、映像全体では有意差は認められなかったもの

の、映像前半と後半に分割して分析した結果、3D 環境において特徴的な変化が確認され

ました。具体的には、以下のパタンにおいて統計的に有意な差がありました（p = 0.01）。 

・3D快映像では LF/HFが低下 

・3D不快映像では LF/HFが上昇 

LF/HF は自律神経活動の指標であり、値の上昇はストレス状態、低下はリラックス状態を

反映しています。この結果から、没入型VRでは感情価に応じた生理的反応が増幅される可

能性が示唆されました。 

本研究により、生体情報を活用することで、PX体験学習中の心理状態を客観的に評価で

きる可能性が示されました。特に EDAは覚醒状態や感情状態との関連が確認され、LF/HF

は没入型 VRにおける快・不快体験の違いを反映する可能性が示唆されました。   

 

＜今後の予定＞ 

2026 年度は、これまでの研究を統合し、当事者との共同創造によって得られたナラティブ

を AI アバターにも反映し、より実際のケア場面に近い応答生成を実現するとともに、介護職

や看護職を対象とした本格的な教育効果検証を進める予定です。また、空間再現の対象を

認知症症状に限定せず，多様な症状の再現に貢献したいと考えています。さらに、本研究
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で構築したデータセットを活用し、機械学習による感情推定モデルの高度化にも取り組むこ

とで、学習者の共感形成過程の可視化、コンテンツ品質の客観評価、個人特性に応じた学

習支援、Learning Analyticsへの応用に発展させる予定です。 

 

＜2025年度の研究成果発表・論文＞ 

(口頭発表) 

・廣部敬太，小俣敦士，水野拓宏，村上佑順，石川翔吾：認知症当事者との共同創造にお

ける生成 AIを活用した幻覚モデリング手法，VR学会年次大会 (2025.09)． 

・安川陽大，廣部敬太，小俣敦士，水野拓宏，村上佑順，石川翔吾：認知症ケア実践知高

度化のための VRシミュレーション教育の初期検討， VR学会年次大会 (2025.09). 

・ S. Ishikawa, A.Omata, T.Mizuno, Y. Murakami: Immersive Simulation of Dementia 

Symptoms: Differential Effects on Empathy by Professional Experience, ACM SUI2025 

(2025.11). 

・廣部敬太，安川陽大，小俣敦士，水野拓宏，村上佑順，石川翔吾：ケア実践知高度化に

向けた VRを活用した多視点学習手法の検討，高齢社会デザイン研究会 (2026.03). 

(学位論文) 

・卒業論文 安川陽大：ケア実践知高度化のための VRシミュレーション教育の開発と評価． 

・修士論文  山中望：感情理解のための没入型映像を活用したマルチモーダル

Psychobiology コーパスの構築． 

 

4． 「コンパッションに満ちたまち」検討事業                              

2021年度に開始した本事業は、新型コロナウイルス感染症×介護を手がかりにした語りの

収集・蓄積と分析を継続するとともに（1）、ひろくコンパッションに満ちたまちにかかわる国内外

の活動や事象への検討を継続、日本の地域における実装とその学び合いのプロジェクトの設

計に向けた意見交換及び小規模な試行を重ねました（2）。事業はいずれも作業部会を設置し

て推進しました。 

 

(1).新型コロナ×介護に関する語りの蓄積・分析 

2021年度から本事業におけるフィールドワーク等を開始していた滋賀県内の施設 Aにつ

いては、2回のクラスター発生を経た振り返りの職員個人ワーク、これを踏まえたオンラインイ

ンタビュー、施設 Aでの意見交換及びその後の状況に関するインタビューを実施、現在学術

誌への投稿を目指して準備中です＜作業部会：島薗洋介（大阪大学）・堀田聰子＞。 

また、2020年 7月からフィールドワーク等を開始したのち休止していた富山県内の施設 B

について、職員インタビューを実施しました。 
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(2).国内外の Compassionate Communities 注の展開にかかわる調査研究 

まず、国内外の事例の検討を踏まえて 2024年度までに開始していた 2つの活動を継続 

しました。 

ひとつめは、宮崎県都農町での「ケアエール事業」におけるケアエールフレンズの育成と

活動推進、専門職研修です（広報誌第 20号への寄稿 03-06頁）。地域住民の主体的な

支え合い、本人中心の住民と専門職の協働を促す取組みであり、2023年度～2025年度の

事業を踏まえ、2026年度以降は、都農町社会福祉協議会において、研修の資料やノウハ

ウ、関係者のネットワークを活かして継続の見通しとなりました＜作業部会：猿渡進平（医療

法人静光園）・成瀬昂（SOMPO インスティチュート・プラス）・藤岡聡子（ほっちのロッヂ）・堀

田聰子＞ 

ふたつめは、地震・豪雨を経験した石川県輪島市の NPO法人じっくらあとの「私のわじま

写真日記 2025年春」プロジェクトへの協力です。2024年夏・冬に中高生の参加により取り

組んだプロジェクトの経験から、参加者に使い切りカメラを渡し、日記のように写真を撮って

もらい、自分だけのアルバムを作って語り合う会を開催しました（2025年 7月）。同法人と、

ごちゃまるクリニックの拠点の隣では、二重災害に見舞われて傷ついた空き家を地域の憩い

と癒しの場として再生するプロジェクトが進行しており、この家の持ち主がかつて写真店を営

んでいたこともあり、オープニングイベントの一環としても写真展が行われていました。2024

年度～2025年度の「私のわじま写真日記」プロジェクトは、こうしたなかで、写真を撮ること、

写真を介して語ることから縁をむすびなおすひとつのアプローチとなりました＜作業部会：大

橋香奈（東京経済大学）・堀田聰子＞ 

    あわせて、コンパッションコミュニティ・都市づくりの核としてのコミュニティ形成、保健医療 

サービスのリ・デザインに焦点を当てた国内外の活動や事象への検討を継続しました＜作 

業部会：石川翔吾（静岡大学）・長谷田真帆（京都大学）・室田信一（東京都立大学）・堀田 

聰子＞-下図参照 

https://www.orangecross.or.jp/press/pdf/oc_20.pdf
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国内では、稲生会（北海道札幌市）、ドチャベンジャーズ（秋田県五城目町）、ほっちのロ 

ッヂ（長野県軽井沢町）、クリエイティブサポートレッツ（静岡県浜松市）、重層的支援体制整 

備事業の一環としての栄養パトロール（山梨県山梨市）、東近江三方よし基金（滋賀県東近 

江市）、鞆の浦・さくらホーム（広島県福山市）、じじっか（福岡県久留米市）等の訪問調査や 

インタビュー、意見交換を行いました。 

国外では、2026年 2月にスペインで、中間支援団体が後方支援を行い、大学や財団等 

が中心になって短期間のうちに活動の広がりを見せているコンパッションコミュニティやコン 

パッション大学について、その背景や内容、運用方法等を把握することを目的として視察及 

びヒアリングを実施しました。なお、2026年 3月には、本事業においても折々学びを得てき 

たインド・ケララ州の Institute of Palliative Medicineに、約 20人の医療・介護福祉関係者 

等とともに再訪、地域密着型緩和ケアモデルの見学・在宅ケアの同行や学生ボランティアと 

の懇談とあわせ、ライフスキルとしての「ケアラー研修（20時間）」を受講してきました。この経 

験と知見をもとに、国内各地でさまざまな新たな試みが始まっています。 

なお、国内外での学びの分かち合いを目的として、みんなの家たきちと CLASWELL下 

石神井が共催する「まちなかセミナーシリーズ」の企画・実施等に協力しました。同シリーズ 

は、第 1弾「コンパッションにあふれるまちづくり（講師：石川・長谷田・西上ありさ（studio- 

L）・室田・堀田）」（2025年 10月 23日）、第 2弾「死と喪失、死にゆくことをともにうけとめる 

まちをめざして（講師：矢田俊量さん）」（2025年 12月 14日）、第 3弾「死と喪失のその先 

へ：小児在宅医療機関が目指すコンパッションコミュニティ（講師:土畠智幸さん）」（2026年 

]3月 11日）の 3回で、いずれもみんなの家たきちを会場としてハイブリッドで開催されまし 

た。 

     以上をもとに、日本各地でのコンパッションコミュニティ醸成に向けた実践知のマネジメント

基盤を構築するプロジェクト設計のアウトラインを検討しました。 

 

注.Compassionate Communitiesについて 

パブリックヘルスと緩和ケアにかかわる潮流が融合してアラン・ケレハー教授らにより提唱

されたもので、次のような中心的概念からなるものです（“Compassionate cities: Public 

Health and End-of-Life care” 、 Routledge、 2005）。 

・Compassion（cum（together） + patio（suffering））は健康への倫理的要請である。 

・疾病・障害・喪失があってもなお、健康とはポジティヴな概念である。 

・Compassionは全人的／生態学的なアイデアである。 

・Compassionは喪失の普遍性と関連する。 

「死にゆくこと（dying）」「死(death）」「喪失（loss）」の普遍性に焦点をあて、コミュニティのあ

らゆる場で「生老病死を地域住民の手に取り戻す」アクションサイクルにつなげる実践が生ま

https://ie.takichi-tokyo.com/
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れており、Public Health Palliative Care International が、そのネットワークとナレッジ共有の

プラットフォームとなっています。 

 

【啓発】 

1．看護・介護エピソードコンテストの実施 

超高齢化が進む中、高齢単身世帯の増加や核家族化などの社会的背景として、高齢者に  

対する看護・介護での様々な問題が発生しています。こうした中で、実際に看護・介護にかか

わる方々(ご家族や専門職等)には、やりがい・喜び・悲しみなど感動する場面が多くあります。

当財団では、看護・介護にかかわる方々のエピソードを通じて、その体験を広く社会に発信し

ています。 

選考は、当財団事務局で１次選考を行い、訪問看護師、医師、医療・福祉ジャーナリストの 

3名で構成される選考委員会にて、大賞１編、優秀賞 3編、選考委員特別賞 5編、 

入選 28編を選出しました。選考にあたっては、選考委員が作品ごとに評価項目を点数化 

したうえで協議を行い決定しています。第 12回にあたる今年度の応募総数は 226編で 

した。   

・募集期間：2026年 1月 7日～2026年 4月 5日 

・テーマ：「伝えたい！わたしの看護・介護エピソード」 

・応募総数：226編（前年度 180編） 

・大賞１編（副賞：30万円）、優秀賞 3編 （副賞：各 10万円）、選考委員特別賞 5編 

（副賞：各 5万円）、入選 28編（副賞：図書カード 5000円相当）を選定 

なお、すばらしい内容の作品が多かったことから選考委員特別賞を当初予定の 3編から 

5編とし、入選を 20編から 28編としました。 

2026年 6月に受賞者一覧、2026年 8月に大賞・優秀賞・選考委員特別賞の受賞作品、 

選考委員の講評を当財団のホームページに掲載し、2026年 8月発刊広報誌にも、「受賞の 

言葉」とともに掲載します。なお、入選 28編は受賞者名、作品名のみ掲載します。 

 

2．広報誌「オレンジクロス」の刊行 

 「地域包括ケアシステム」のあり方の調査・研究、開発活動を通じて明らかになった研究成 

果や様々な情報を、年 2回広報誌として広く社会に提供しました。 

・発行日：2025年 8月 1日、2026年 2月 1日 

・発行部数：約 600部 

・主な配布先：当財団事業関連者、学識経験者、医療・看護・介護・福祉関連者など 

 

3．公開シンポジウムの開催 

地域包括ケアシステムの構築等、当財団事業に関するテーマを幅広く取り上げ、広く社会
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に発信するシンポジウムを開催しています。今年度は以下の内容でオンラインにより開催しまし

た。 

・開催日: 2025年 7月 10日(木) 17時～19時 30分 

・開催方法: ライブ配信(参加者 62 名)。後日録画配信 

・テーマ: コンパッションに支えられるまちー諸外国の潮流と我が国の現在地 

 人口減少・高齢化と多死の時期を迎えるなか、孤独・孤立にかかわるリスクや

課題も増加しています。老い、病気や障害、死と喪失に直面するとき、地域・コ

ミュニティで支え合い、学び合うことはできないか－世界で模索が続いていま

す。 

こうしたなか、行政や専門職によるサービス、制度や職業的な対応に全面的に 

委ねるのではなく、市民社会を足場に、生老病死を地域住民の手に取り戻すコミ

ュニティの形成にかかわる理論や実践が注目を集めています。 

このシンポジウムでは、スコットランド、イングランド、インドにおける事例

を紹介したうえ、我が国における豊かな営みに目を向け、暮らしに根ざしたコン

パッションを紐帯とする地域、社会に向けたチャレンジを考えました。 

【第 1部】   海外視察報告 

  イングランド 静岡大学 教授 竹之内裕文氏 

  スコットランド 東京都立大学 准教授 室田信一氏 

  インド 慶應義塾大学大学院 教授 堀田聰子氏 

【第 2部】   日本での取組みと今後のチャレンジ 

  演者 ほっちのロッヂ共同代表 藤岡聡子氏と第 1部の演者 

 

4．VR、メタバースによる認知症疑似体験会の開催 

   ・開催日 : 2025年 10月 16日（木）15時～、16時～、17時～、18 時～ 

・会場 : ビジョンセンター東京日本橋 502会議室 

・共催 : 一般財団法人オレンジクロス、静岡大学情報学部 石川翔吾研究室 

   ・体験会概要(参加者 32名) 

VR 体験: 360 度見られる動画をご視聴いただき、ユマニチュードの関わりと通常のケアと

の違いを体験 

メタバース体験 : 仮想世界の中に入り込み、認知症の方が感じているであろう 

「いろいろなものが人の顔に見える」 

「形や大きさを正しく認識できない」 

「聞こえないはずの音が聞こえる」 という感覚を体験。 
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【管理部門】 

1．研究体制の構築 

当財団では、①当財団の事業が広範囲 ②事業予算規模の観点から、個々の研究を担う常

勤研究者を雇用せず、個々の研究事業ごとに「研究委員会」や「勉強会」を立ち上げ、それら

の運営を担う非常勤研究員を採用し、研究事業を行っています。現在 3研究会、1事例検討

会で非常勤研究職員を 2名採用しています。非常勤職員による弾力的な業務運営により、効

率的な研究体制を構築しています。 

 

2．財団運営 

原則隔週で、理事長と全事務職員で定例打合せを実施し、業務遂行の確認、情報共有を図

りました。なお、新型コロナ感染拡大以降、職員はテレワークや時差出勤を継続し、各種打合

せはオンラインを主体に実施しています。 

   

3．理事会・評議員会の開催 

   2025年度の理事会・評議員会は対面とオンラインのハイブリッドで開催しました。 

 

(1) .2025年 8月 7日・第 1回理事会(決議の省略)  

決議事項：2024年度事業報告及び附属明細書承認の件、2024年度計算書類（貸借対 

照表及び正味財産増減計算書）及び附属明細書並びに財産目録承認の件、 

評議員会の日時及び場所並びに目的である事項等の件 

 

(2) .2025年 8月 25 日・定時評議員会 

開催形式:対面、オンライン 

決議事項：2024年度事業報告及び附属明細書承認の件、2024年度計算書類(貸借対照 

表及び正味財産増減計算書)及び附属明細書並びに財産目録承認の件 

報告事項：職務遂行状況報告の件 

出 席 等：決議に必要な出席評議員の総数 4名、出席 4名、欠席 2名、監事出席 1名 

 

(3) .2025年 8月 25日・第 2回理事会 

開催形式:対面、オンライン 

報告事項：2024年度事業報告及び附属明細書の件、2024年度計算書類(貸借対照表 

及び正味財産増減計算書)及び附属明細書並びに財産目録の件、職務遂行 

状況報告の件 

出 席 等：決議に必要な出席理事の総数 3名、出席 3名、欠席 2名、監事出席 1名 
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(4) .2026年 4月 1日・第 3回理事会(決議の省略)  

決議事項：評議員会の日時及び場所並びに目的である事項等の件 

 

(5) .2026年 6月 5日・第 4回理事会 

開催形式:対面、オンライン 

決議事項：2026年度事業計画及び収支予算承認の件 

報告事項:職務遂行状況報告の件  

出 席 等：決議に必要な出席理事の総数 3名、出席 4名、欠席 1名、監事出席 2名 

 

(6) .2026年 6月 5日・第 2回評議員会 

開催形式:対面、オンライン 

決議事項：2026年度事業計画及び収支予算承認の件 

報告事項:職務遂行状況報告の件  

出 席 等：決議に必要な出席評議員の総数 4名、出席 5名、欠席 1名、監事出席 2名 

 

4．倫理審査委員会の開催 

  今年度の倫理審査委員会の対象案件はありませんでした。 

           

5. 評議員・理事・監事（2026年 6月 30日現在） 

 (1) .評議員  6名                                  （敬称略／五十音順） 

氏 名 所  属 

村上 美晴(設立者) 
セントケア・ホールディング株式会社  

代表取締役会長 

伊藤 伸一 社会医療法人大雄会 理事長 

亀口 政史 亀口公認会計士事務所 所長 公認会計士 

鳥飼 重和 鳥飼総合法律事務所 代表弁護士 

西村 周三 
京都大学名誉教授 
医療経済研究機構 特別相談役 

日野 正晴 日野正晴法律事務所 弁護士 

     

(2) .理事  5名                     （敬称略／非常勤理事五十音順／※は常勤） 

氏 名 所  属 

※村上 佑順 (代表理事) 一般財団法人オレンジクロス 理事長 

岡本 茂雄 
国立研究開発法人 産業技術総合研究所  
招聘研究員 

田中 滋 
埼玉県立大学 理事長 

慶應義塾大学 名誉教授 
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氏 名 所  属 

辻 哲夫 
一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 

理事長 

比留川 博久 

国立研究開発法人産業技術総合研究所  

名誉リサーチャー 

九州工業大学 特命教授 

株式会社ノバケア 取締役 

 

(3) .監事  2名                                   （敬称略／五十音順） 

氏 名 所  属 

中田 ちず子 中田公認会計士事務所 代表 

横井  裕之 医療法人財団 三友会 ネットワーク事業部 部長 

 

6. 倫理審査委員（2026年 6月 30日現在） 

（敬称略／外部委員は五十音順） 

職位 所属・氏名 

委員長 
一般財団法人 オレンジクロス理事長  

村上 佑順 

副委員長 
一般財団法人 オレンジクロス事務局長  

前田 実 

外部委員 
鳥飼総合法律事務所 

弁護士・公認会計士 岩崎 文昭  

外部委員 公益財団法人 明治安田厚生事業団 理事  

山野美容芸術短期大学 学長・教授 永松 俊哉  

 

7．職員等（2026年 6 月 30日現在） 

                        （組織編成・役職順／五十音順） 

所属部門 役職・氏名 

研究部門 
非常勤研究員 川越 雅弘 

非常勤研究員 吉江 悟 

事務局 

事務局長     前田 実 

浮田 春花 

小倉 章子 
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事業報告の附属明細書について 

2025年度の事業報告においては「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則」第 34条第 3項に規定する、附属明細書に記載すべき「事業報告の内容を補足する重要な

事項」がないため、附属明細書は作成しておりません。 

2026年 7月 

一般財団法人オレンジクロス 


